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はじめに 

 
国際移植学会イスタンブール宣言（2008年）、WHOヒト臓器移植に関する指導指針（1991年、2010年改

定）では、各国は移植用臓器の自給体制の体制確立が求められている。 

 日本では、臓器移植法の導入（1997年）、改定（2010年）等により臓器提供促進が図られたものの、ドナー

数は低迷し、人口100万人当たり1人程度と、北米、ヨーロッパ諸国の平均の10分の1以下であり、移植の

多くは依然として生体ドナーに依存している。反面、世論調査では、自分の死後臓器提供を希望するものは43％

であり（2013年）、これは北米、ヨーロッパ諸国と比較してほぼ同じである。日本でのドナー不足の問題は、

ドナーの多くが発生すると想定される急性期病院におけるシステム確立の不備によることが想定される。 

世界的にはドナー拡大のための試みとして、（１）実践的な移植コーディネーター教育手法としての

TPM(Transplant Donor Action Program)、（２）各病院において臓器提供プロセスのどこに問題・改善の余地

があるかを明らかにする組織診断ツールとしてのDonor Action Program (DAP) については有効性が各国に

おいて実証されている。日本でも本研究班の前身の研究班により紹介・導入が図られてきた。しかしながら、

臓器提供拡大の試みの多くは個人的努力にとどまり、仕組み（システム）の確立にいたらなかった。そのため、

担当者の異動などによる臓器提供に関わるアクティビティの急減、他の病院へノウハウの拡大が困難であり１

病院の活動にとどまってきた。ドナーの増加を施策として実現するためには、臓器提供以前の、急性期病院に

おける終末期ケアに対象を拡大した上で、院内体制構築のための標準的な手法の開発・人材育成が不可欠であ

る。 

本研究は、このような背景に立ち、「ドナーを安定的・長期的に得ることが可能な院内体制構築のための標準

的な手法の開発・人材の育成」を最終的な目的とする。これは、（１）臓器提供者に対象を限定せず、急性期病

院の終末期患者全体のケアの質向上を目的とする、（２）データの収集・解析から、問題点を抽出し、現場に改

善をもたらすフィードバックの方法、院内体制の構築を可能とする担当者の研修プログラムの開発、（３）多く

の病院が導入可能で、医療の質向上に寄与する仕組みの構築、を特徴とする。 

具体的には、（ア）４日間の院内体制構築にフォーカスを当てた研修プログラム（QMセミナー）の開発と

実証、（イ）１日間のDAPの導入・データ解析・改善策の立案・導入にフォーカスをあてた研修プログラム（DAP

導入セミナー）と開発と実証、（ウ）組織診断ツールとしてのDAPのインフラ整備に相当するDAPのデータ

管理、（エ）TPMのe learningの日本での導入可能性の検討、から構成される。研修プログラムの開発・実証

は本研究の主要部分を構成するが、研修の最終的な効果指標は、比較的短期的な指標である知識、理解、満足

度ではなく、行動変容にあることを重視し、参加者が病院においてどのような仕組みの改善・構築を行ったか

を追跡調査し、さらに事例について参加者間で情報共有をはかることができるよう配慮した。 

約100病院に院内体制整備が適切になされるならば、現行の5倍の年間500人程度のドナーが得られること

が期待される。本研究の最終的な目標は、それにいたる標準的な研修プログラムを、インフラであるデータベ

ース、事例についての情報共有の場の構築とともに整備を図ることである。 
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